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補 3-2-1 

 

係数を適用する航空機選定の考え方について 

再処理施設のうち建物全体を外壁及び屋根により保護する設計としている

建物・構築物に対する航空機落下確率評価においては，航空機の衝突による

影響がＦ－16 等と同程度かそれ以下の航空機については，対象航空機の種

類による係数を適用する。係数を適用する場合の条件を以下のとおり。 

《機体全体の衝突による全体的な破壊》 

・ 全体的な破壊に用いる衝撃荷重の設定要素となる機体重量，速度の

いずれもＦ－16等の防護設計条件を下回る場合は係数を適用すること

とする。 

《エンジンの衝突による局部的な破壊》 

・ 局部的な破壊に用いる貫通限界厚さ及び裏面剥離限界厚さの算定要

素となるエンジン重量及び速度のいずれもＦ－16 等の防護設計条件を

下回る場合は係数を適用することとする。 

本資料では，速度と重量による選定の妥当性について以下のとおり示す。 

１．機体全体の衝突による全体的な破壊 

現状の防護設計で用いている衝撃荷重の算定式は，Riera が理論的に導

いた評価式に、武藤等による実物航空機（F-4D PhantomⅡ）を用いた剛版

への衝撃実験から得られた成果を反映した下式に基づいており，質量

（μ{x(t)}）と速度（V(t)）の二乗が支配的な要素である。 

したがって，機体重量，速度のいずれもＦ－16等の防護設計条件を下回

る場合は係数を適用することとした。 



補 3-2-2 

F(t)＝Pc{x(t)}＋α×μ{x(t)}×V(t)2 

ただし、 

F(t) ：衝撃荷重（N） 

Pc{x(t)} ：衝突面における航空機の破壊強度（N） 

α ：武藤等による実験から得られた有効質量の係数（＝0.9） 

μ{x(t)} ：衝突面における航空機の単位長さ当たりの質量（kg/m） 

V(t) ：衝突面における航空機の速度（m/s） 

x(t) ：時刻 t における機体軸方向の衝突位置（m） 

ただし，ここで扱われる質量は単位長さ当りの質量であり，単に重量の

みで適用の可否を選定すると不確かさが残る。各種機体の重量分布を把握

することは困難であるものの，機体長さは短い方が厳しい結果を与えるこ

とをふまえ，機体長さを一律５ｍと仮定して評価を実施した結果，選定結

果が変わることはないことを確認した。 



補 3-2-3 

２．局所的な破壊（エンジンの貫通防止） 

現状の防護設計で用いている貫通、裏面剥離の限界厚さ算定式は、下式

に基づいており、式を展開すると飛来物重量（エンジン重量）と速度の二

乗が支配的な要素となる。

したがって，エンジン重量及び速度のいずれもＦ－16 等の防護設計条

件を下回る場合は係数を適用することとした。

1) 貫通限界厚さe

1.52≦X/d≦13.42 の場合 e=αe{0.69+1.29(X/d)}d

1.52≧X/d の場合 e=αe{2.2(X/d)-0.3(X/d)
2
}d

ただし

X/d≦2.0 の場合 X/d=2{(180/√fc')･N･d
0.2
･D(V/1000)

1.8
}

0.5

X/d≧2.0 の場合 X/d=(180/√fc')･N･d
0.2
･D(V/1000)

1.8
+1

ここで

e ：貫通限界厚さ（in）

X ：貫入深さ（in）

d ：飛来物直径（in）

fc' ：コンクリート設計基準強度（lbf/in
2
）

D ：W/d
3
（lbf/in

3
）

W ：飛来物重量（lbf）

V ：飛来物衝突速度（ft/s）

N ：飛来物先端形状係数

αe ：飛来物係数

2) 裏面剥離限界厚さs

s=1.84αs(V0/V)
0.13
・(MV

2
)
0.4

/(d
0.2

fc'
0.4

)

ここで

s ：裏面剥離限界厚さ（ft）

d ：飛来物直径（ft）

fc' ：コンクリート設計基準強度（lbf/ft
2
）

M ：飛来物質量（lb）

V0 ：飛来物基準速度（200ft/s）

V ：飛来物衝突速度（ft/s）

αs ：飛来物係数

3) 単位換算

in = 2.54 cm

ft = 30.48 cm (= 12 in)

lb = 0.453592 kg

G = 196133/6096 lb・ft/s
2
 = 980.665 g・cm/s

2



補 3-2-4 

ただし，算定式には，飛来物直径が含まれていることから，係数を適

用するにあたって，飛来物直径の考慮の必要性について確認する必要が

ある。飛来物直径は短い方が厳しい結果を与えることをふまえ，飛来物

直径を一律 0.5ｍとして貫通限界厚さ及び裏面剥離限界厚さを算定した結

果，選定結果が変わることはないことを確認した。なお，飛来物直径 0.5

ｍについては，係数の適用を検討した固定翼機のうち最もエンジン直径

が短いものが約 0.5ｍであることから設定した。 




